





土地調?事業研究通訊 = Comparative Study of Cadastral







































                                                  








































およそ 3/4 程度を占めることになる。 
ところが、「存根」がカヴァーする 1937 年末時点まで時期的対象を拡げた場合、「他項権
利」申請の母数は上記のものに止まらない可能性もある。前回報告した通り、「土地他項権
                                                  





































区 権利種別 権利人 所有権人 土地坐落 区段号数 設定/受押日付 収件日付 登記日付 
5 地上権 劉声陶 孫昌裕 韓家苑 39 号 2385 1875/7/ 1935/4/26 1936/6/22 
4 抵押権 程桂庭 程直■等 長楽路 90 号 2931・2933・2934 1930/3/・1933/10/ 1934/12/22 1935/12/28













登記股から第 2 科へ「査勘通知」→②第 2 科測量股から同絵図股へ→③測量結果・審査用
                                                  












































南京城内の総面積が 56,000 畝（約 37k ㎡）、このうち「他項権利」登記が行われたのが全
体平均で 5.5%ほどの比率を占める（【表 2】A・E 欄）。興味深いのは、登記区ごとに集計す

























1 区 12241 14.47047 1.0565 685.68 0.056 2.588 709 
2 区 8694 12.29549 0.9741 454.92 0.052 3.157 485 
3 区 2971 25.09929 0.4874 296.35 0.100 0.731 681 
4 区 2957 32.61718 0.3068 304.64 0.103 0.365 1064 
5 区 8818 17.57213 0.5756 490.40 0.056 1.200 900 
6 区 20562 5.315631 1.2225 838.67 0.041 1.908 706 
全体 56243 12.78915 0.7217 3070.66 0.055 1.793 4545 
表 2．南京城内の各区総面積・人口規模と「存根」からみた他項権利登記面積 
典拠 A 欄：南京市政府秘書処編『南京市土地行政概況』南京市政府秘書処、1935:p.9. 
         B 欄：1947 年の保甲統計表（南京市文献委員会編『南京』南京市文献委員会、1948:pp.19-30） 
から算出 
         C～G 欄：「存根」データ 
れば、1934 年 7 月より登記業務を開始した 3・4 区と、1934 年 11 月～1935 年 1 月とやや
遅れて登記業務が始まった 1・2・5・6 区11との間で、この比率に顕著な開きがみられるこ
とである。城内総面積に占める割合が前者の 3・4 区では 10%を超えるのに対し、後者の登










登記された土地/家屋の規模の平均値（【表 2】C 欄）は 0.7 畝（460 ㎡）である。当時の
南京における平均的な居住空間の面積は不明であるが、この数値が数世帯分の住居に相当
することはおそらく間違いない12。何より興味深いのは、この登記面積 1 件あたり平均値に、
第 1 区から 6 区で大きな相違が見られる点である。いちはやく登記の開始された 4 区の場
合、平均登記面積が 0.3 畝あまり、これが 6 区になるとその 4 倍の規模となっている13。 
 また、1 件ごと登記面積の平均値は、当該区の人口分布状況とも関わりがあるようである。
そもそも 1934 年以降の南京全市登記が 3・4 区から開始されたのは、市街地の中核的部分
                                                  
11 田口(2008):p.14. 
12 たとえば「存根」第 1 区の「繆毅民」の場合、竜裕維らの 0.66 畝あまりの宅地のうち、第■（判読不能）
進平屋 3 間（スパン）分に 1600 元の抵押権設定を行っており、この地片に複数の「進」（おおむね東西方
向に拡がる家屋の列）があったことが推測される。ちなみに北京（北平）の例ではあるが、1920 年代末の
調査では調査対象世帯のうち半数近くが家屋 1 間分の居住空間しか有していなかったという［Gamble 
(1933 ) : p.129］。 
13 ちなみに「存根」全区データにおいて、登記面積の中央値は 0.297 畝、3・4 両区にかぎっていえばそれ
ぞれ 0.265 および 0.200 であるのに対し、6 区は 0.606 畝である。 
50
 地役権 地上権 典権 抵押権 永佃権 その他 
 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 
1 区 0.037 0.025 0.109 0.146 0.027 0.021 0.805 0.771 0.010 0.011  0.013  0.027 
2 区 0.072 0.045 0.229 0.293 0.035 0.042 0.623 0.698 0.021 0.038  0.021  0.001 
3 区 0.066 0.004 0.172 0.199 0.073 0.073 0.624 0.569 0.026 0.079  0.038  0.076 
4 区 0.118 0.009 0.180 0.167 0.089 0.103 0.596 0.686 0.008 0.026  0.008  0.008 
5 区 0.100 0.003 0.157 0.088 0.080 0.052 0.659 0.832 0.003 0.014  0.001  0.012 
6 区 0.045 0.003 0.161 0.081 0.011 0.028 0.500 0.771 0.252 0.089  0.030  0.028 



























                                                  




る。たとえば 1 区の場合、全 709 件の「存根」のうち、抵押権登記が 571 件、比率は 80.5%
となる。念のため、これを件数ではなく登記面積の比率に置き換えると、同じく第 1 区の









4 両区、および 1・2・5・6 区という対比は、権利種別ごとの比率という面でもおおむね有
効なようである。この点を視覚的に示したのが、次頁【図 2】の略図と円グラフである。 
いずれも大枠としてではあるが、全測量面積中に占める他項権利登記面積の比率が比較


















































































































































から民国 25 年（1937）8 月までの間に分布しており、中には袁世凱政権下の洪憲元年（1916）
という年号を記載しているものもある。 
この「登記原因」の年次ごと件数を時系列上に並べたのが、別に掲げる【図 3】である。 
                                                  

































































































ものは 1 件しか見当たらず、「権利価値」欄には 2,500 元と記載されている。したがって、 


























































    平均地価：高信『南京市之地価与地価税（中央政治学校地政学院研究報告之一）』正中書局、
1935（全国図書館文献縮微複製中心『中国歴代土地資源資料匯編』第 14 冊所収）
の第 27 表(p.138)「京市土地歴年平均価格之昇降」 































































                                                  
22 前掲、陳岳麟『南京市之住宅問題』:p.47849. 
23 農村部においては高利貸の常套手段であったという。Huang(2001):p.131 参照。 




























































                                                  
24 なお、抵押権主体が銀行の場合に限っていえば、平均期間は 21 ヶ月となり、より短期化しようとする
傾向は顕著に現れる。 
25 【図 7-1・7-2】は、「存根」の存続期間欄より、連続的にデータが揃う 1923 年以降の年度ごと算術平均
値をとり、抵押権と典権それぞれにつき時系列上に散布図としてプロットしたものである。抵押権の場合
は回帰係数－0.604、典権のそれは－0.239 となり、相対的には前者の方が期間短縮化する趨勢をより顕著
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